


第65期 当社をとりまく環境の変化 
 
当連結会計年度におけるわが国経済は、震災からの復興需要等を背景として、緩やかな回復傾向にあるものの、海外経済の減速や円高の影響を受け低調な動きでし
たが、政権交代を機に経済政策への期待感から景気回復への期待も高まっております。一方、海外では欧州の財政問題や中国などの経済情勢への懸念などから、先
行きは不透明な状態が続きました。 このような状況の中で、当社グループは収益性の改善と光ディスクドライブ事業の改革を方針とした事業計画の下、当連結会計
年度の連結売上高は22,236百万円（前期比16.7％減）と減収となりましたが、米国における光ディスクドライブに関する集団訴訟の訴訟費用の発生があったにもか
かわらず、営業利益は693百万円（前期比104.9％増）、経常利益は351百万円（前期比331百万円増）と増益となりました。一方、米国販売子会社及び欧州販売子
会社の繰延税金資産の一部取崩しが発生したため、当期純損失は323百万円（前期当期純利益89百万円）となりました。 



第65期 音響機器事業の状況 
 
音響機器事業の売上高は12,616百万円（前期比6.4％減）となり、営業利益は1,091百万円（前期比9.4％増）となりました。 高級AV機器（ESOTERICブランド）
は、SACDプレーヤーの販売が引き続き堅調に推移し、また、期中に投入したクロックジェネレーター、インテグレーテッドアンプの新製品に加えて高額輸入品も好
調に推移しました。一般AV機器（TEACブランド）は、PCオーディオ関連製品が引き続き日本を中心に好調に推移し、期中に投入した新製品リファレンス501シ
リーズも好評を博し、販売が拡大しました。 音楽制作オーディオ機器（TASCAMブランド）は、日本を中心に設備音響機器、放送局向け機器は好調に推移しました
が、下半期は盛り返したものの上半期の景気停滞により米国での販売が減少しました。 この結果、音響機器事業全体では、欧米での景気の停滞に加え、欧州におけ
るオンキヨー ヨーロッパ エレクトロニクス GmbHへの事業譲渡による商流の変更により前期と比較して減収となりましたが、日本市場での販売拡大に加え、オン
キヨー株式会社との業務提携による効果もあり、増益となりました。 



第65期 情報機器事業の状況 
 
情報機器事業の売上高は8,470百万円（前期比30.7％減）となり、営業損失は431百万円（前期営業損失640百万円）となりました。 航空機搭載用記録再生機器は
安定した販売を維持し、前期とほぼ同様の結果となりました。計測機器は第４四半期に投入されたデータレコーダーの新製品が好調に販売を伸ばし、前期比45％の
増収となりましたが、センサーは半導体製造装置向けロードセルに関して第４四半期に入り復調の兆しが見えたものの、前期比では減収となりました。医用画像記
録機器の販売は堅調に推移し、前期並みとなり、通話録音機器はIT不況の影響を受けながらも堅調に推移しました。ソリューションビジネスも前期並みでの推移と
なりました。 光ディスクドライブは、収益性の低いPC向け販売を抑制したことに加え、市場の需要減により、大幅な減収となりました。また、米国における集団訴
訟に関する費用が予想を大幅に超えたことから業績に大きな影響を与えることになりました。 この結果、情報機器事業全体では、光ディスクドライブ事業の縮小に
より、前期と比較して減収となりましたが、赤字幅は縮小しました。 
















